
財政上の支援措置の改善提案に対する協議の結果（論点シート）
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1回目 Ｂ

　環境林整備事業のうち、公的森林整備においては、森林環境保全整
備事業実施要領（平成14年3月29日付け林野庁長官通知）第１の２の
（１）に定めており、自助努力等によっては適切な整備が期待できない森
林について、地方公共団体と森林所有者による協定等に基づいて行う
広葉樹林化等の施業を支援している。具体的には、除伐や間伐、森林
作業道の整備を支援しており、椿林も補助対象となりうる。

ａ 自生椿林内への作業道・運搬道の整備事業は、公的森林整備事業を活用できることで承知した。

農林水産省から、自生椿林内への作業道・運搬道の整備
事業への財政支援要望については既存の公的森林整備
事業の活用により対応可能との見解が示され、指定自治
体の要望は実現可能となる見込みのため協議終了。

Ⅰ

2回目

1回目 Ｂ

　環境林整備事業のうち、公的森林整備においては、森林環境保全整
備事業実施要領（平成14年3月29日付け林野庁長官通知）第１の２の
（１）に定めており、自助努力等によっては適切な整備が期待できない森
林について、地方公共団体と森林所有者による協定等に基づいて行う
広葉樹林化等の施業を支援している。具体的には、除伐や間伐、森林
作業道の整備を支援しており、椿林も補助対象となりうる。

ａ 自生椿林の改良・保全事業は、公的森林整備事業を活用できることで承知した。

農林水産省から、自生椿林の改良・保全事業への財政支
援要望については既存の公的森林整備事業の活用により
対応可能との見解が示され、指定自治体の要望は実現可
能となる見込みのため協議終了。

Ⅰ

2回目

1回目 Ｃ

　本交付金においては、耕作放棄地の所有者が自ら再生作業を行う場
合には、原則として助成対象としていない。これは、農地が耕作放棄地
の状態となったのは当該農地の所有者が適切な管理利用を行わなかっ
たためであり、そのような者に対し、耕作放棄地の再生のための助成を
行うことは不適当と考えられることによる。ただし、当該耕作放棄地の再
生後、経営所得安定対策の産地資金の交付対象作物として県が椿を位
置付けた上で、椿を作付けする場合には、農地所有者が行う再生作業
も助成対象となる。
　なお、農地所有者を含む農業者の組織する団体等が取り組む場合に
は本交付金を活用して耕作放棄地の再生利用を行うことが可能であり、
また、農地所有者が自助努力等により障害物除去等を行った場合に
は、その後の土づくり等への支援を本交付金を活用して行うことが可能
である。

ａ 経営所得安定対策の産地資金の交付対象作物に「椿」を追加できることが確認できたので承知し
た。

農林水産省から、耕作放棄地への椿苗植栽事業への財政
支援要望については、当該農地の管理を行わなかった所
有者に再生のための助成を行うのは不適切であり対応が
困難であるとの見解が示され、また、経営所得安定対策の
産地資金の交付対象物に「椿」を追加できることが示された
ことに対し、指定自治体が了解していることから協議終了。

Ⅰ

2回目

1回目 Ｃ

　６次産業化推進整備事業は、六次産業化・地産地消法又は農商工等
連携促進法の認定を受けた農林漁業者、農業協同組合及びこれらの者
と連携して事業に取り組む中小企業者を支援対象とするものであり、本
事業の趣旨に鑑みて、実施主体の要件を緩和することはできない。ま
た、他の補助事業との整合性、公費を用いて民間事業者を支援する観
点から支援対象者も応分の負担を行う必要があり、補助率の嵩上げも
できない。

ａ
６次産業化推進整備事業において、提案事業について実施主体の要件を緩和及び補助率の嵩上
げができないとの回答理由について承知した。
提案事業については、他省の補助メニュー（中小企業庁「新事業活動・農商工連携等促進支援事
業補助金」など）を活用することで検討していきたい。

農林水産省から、６次産業化推進整備事業において、椿油
新商品の開発促進事業の実施主体の要件緩和について
は、本事業の趣旨に鑑みて対応が困難であり、補助率の
嵩上げについても、他の補助事業との整合性等に鑑みて
対応が困難であるとの見解が示され、指定自治体が了解し
ていることから協議終了。

Ⅴ

2回目

420 地域 32

農林水産省・
食料産業局産
業連携課

６次産業化推
進整備事業

［目的］椿油・実の保管倉庫の建設
［対象者］民間事業者

新上五島町 農林水産省
６次産業化
推進整備事
業

拡充424 地域 32
椿による五
島列島活性
化特区

椿油新商品の開発
促進事業
椿関連商品の開発
促進事業
(倉庫建設）

［目的］椿林の改良・保全
［対象］市町

五島市
新上五島町

農林水産省

森林環境保
全整備事業
（環境林整
備事業）

拡充

421 地域 32
椿による五
島列島活性
化特区

耕作放棄地への椿
苗植栽事業

内閣府記載欄

［Ⅰ：実現が可能となったもの　Ⅱ：実現に向けて概算要求等の検討
がなされるもの　Ⅲ：要望内容の実現に向けて、条件や代替案等を
検討し協議を継続して行うもの　Ⅳ：見解の相違があり、要望実現の
方向性を導けるよう、引き続き協議を継続して行うもの、または見解
の相違により、協議を一旦終了するもの　Ⅴ：自治体が再検討を行う

もの、または提案の取り下げを行うもの］

419 地域 32
椿による五
島列島活性
化特区

自生椿林内への作
業道・運搬道の整
備事業

［目的］作業路の整備
［対象］市町

五島市
新上五島町

農林水産省

森林環境保
全整備事業
（環境林整
備事業）

拡充

環境林整備事業において、自生椿林
内での森林作業道・運搬道の開設・
改良についても事業対象とする。
椿が自生している森林は、椿以外の
樹木が多く椿の成長が阻害されてお
り、また、所有者については高齢化
や地域の過疎化等により自助努力に
よって適正な整備ができない条件不
利地となっている。そこで、市町が関
与することにより、自生椿林を活用
し、地域活性化に寄与することができ
る。

林野庁整備課

森林環境保全
整備事業（環
境林整備事
業）

６次産業化推進事業は、補助率
1/2、実施主体が農林水産業者団体
及び食品産業事業者となっている。
本事業の実施主体は（財）新上五島
町振興公社（以下、振興公社）を想
定している。
振興公社は、平成２６年４月の一般
財団法人化への移行に伴いこれまで
の椿油の製造のみの事業から、油の
原料である椿実の採集、商品開発、
販売など６次産業化を図ることとして
おり、振興公社を中心に特区事業を
進めることとしている。しかし、振興
公社及び本町の脆弱な財政状況で
は既存制度の補助率では保管倉庫
の建設が難しい状況である。よって、
補助率の嵩上げ（沖縄振興特別措置
法並　9.5/10）及び実施主体の要件
緩和を求める。

椿による五
島列島活性
化特区

自生椿林の改良・
保全事業

国と地方の協議【書面協議】担当省庁の見解

［Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：自治体が検討］

国と地方の協議【書面協議】指定自治体の回答

［ａ：了解、ｂ：条件付き了解、ｃ：受け入れられない、ｄ：その他］

環境林整備事業において、自生椿林
内での除伐などの整備についても事
業対象とする。
椿が自生している森林は、椿以外の
樹木が多く椿の成長が阻害されてお
り、また、所有者については高齢化
や地域の過疎化等により自助努力に
よって適正な整備ができない条件不
利地となっている。そこで、市町が関
与して自生椿林を整備することによ
り、地域資源である椿実・椿油の増
産へ繋がり、椿関連産業、ひいては
地域の活性化に寄与することができ
る。

林野庁整備課

森林環境保全
整備事業（環
境林整備事
業）

［目的]耕作放棄地を再生し、営農開始をする経
費について農業者等を支援
［対象］農業者等

農業者、公
社等

農林水産省

耕作放棄地
再生利用緊
急対策交付
金

拡充

①農地所有者が椿を植栽する場合
に、再生作業として耕作放棄地再生
緊急対策交付金の支援対象の取り
組みとして追加し、支援額について
は現行制度と同額をとする。（再生作
業：50,000円／10a）
②農地所有者が椿を植栽した場合
に、下刈り等管理作業を新たに10aあ
たり10,000円の支援を行う。（下刈等
管理作業：10,000円／10a）

農林水産省
農村振興局
農村計画課

耕作放棄地再
生利用緊急対
策交付金
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